












─平成29年改正債権法 （新債権編） における 
客観的更改の概念─
























































〔titolo〕の交替する場合を規定している。art. 1230 Novation oggettiva ─［I］ 
L’obbligazione si estingue quando le parti sostituiscono all’obbligazione originaria 
una nuova obbligazione con oggetto o titolo diverso. / ［II］ La volontà di 
estinguere l’obbligazione precedente deve risultare in modo non equivoco.「第
1230条（客観的更改）　①当事者が原債務を別の目的物または別の原因を有す
る新債務に取替える場合には，債務は消滅する。②既存債務を消滅させる意思
は不明瞭でない方法で帰結されるものでなければならない」。art. 1231 Modalità 
che non importano novazione. ─II rilascio di un documento o la sua rinnovazione, 
l’apposizione o l’eliminazione di un termine e ogni altra modificazione accessoria 





との理解も主張されているらしい。RESCIGNO （Pietro, acura di）, Codice civile 
（Le fonti del diritto italiano）, 2008, Giuffrè, p. 2165; BUCCISANO, La novazione 


















































































































































































































































AULOY （Marie─Thérèse）, Compte─courant, Juris─Classeur Banque─Crédit─
Bourse, Fasc. 210, 2001.が，これを以て「取扱〔régime〕の交替」（但し更改
ではない）としていることを喚起しておく。
（12）　前述のイタリア民法典には，第1232条〔I privilegi, il pegno e le ipoteche del 
credito originario si estinguono, se le parti non convengono espressamente di 
mantenerli per il nuovo credito.「原始債権の先取特権，質権及び抵当権は，新
債権のためにこれを維持する旨を当事者が明示的に合意しない限り消滅す
る。」〕は，日本の民518類似の規定であるが，その説明の中で，RESCIGNO, 
























新規性 nouveauté de l’obligation」にあたるのかは法文上明らかではないことを
前提に，原因 cause・客体 objet・条件 conditionまでは更改で，期限 termeは
これに含まない（条件と期限とは，いずれも債務の態様 modalitéと総称され，
その取扱も近いものとされているにもかかわらず）との理解を採用していたと
される（BEAUDRY─LACANTINERIE et BARDE, Traité théorique et pratique de 







の率の変更も同様である，という。SIMLER （Philippe）, Contrats et obligations. 
─Novation. ─Modes particuliers. ─Novation par changement de l’obligation. Juris 
Classeur Civil Code Art. 1271 à 1281, Fasc. 20 （2004）, no 74. 破毀院第一民事部
1987・12・ 2，Juris─Data no 1997─004832; Bull. civ. 1997, I, no 345; D. 1998, jur. 
p. 549, note Caron ; Defrénois 1998, art. 36753, p. 335, obs. Ph. Delebecque; RTD 
civ. 1998, p. 377, obs. Mestre.
（16）　大判明治34・ 4・26民集 4巻87頁，大判昭和 7・10・29新聞3483号17頁，我
妻・前掲債権総論362頁。ただし前田達明・口述債権総論〔第 3版〕（1993（平





































　準消費貸借に関する民588・改588は，民法典中「第三編 債権 第一章 総

























































































（21）　債権総論中巻 2〔民法講義 V 8〕（1962年，岩波書店）736─737頁，鈴木禄弥
＝竹内昭夫編・金融取引法大系第二巻 2頁〔渋谷光子〕にも「準消費寄託」と
しての預金の受入への言及がある。
（22）　法制審議会民法（債権関係）部会第94回会議（平成26年 7月15日）。「松尾関
係官」による提案。
（23）　消費寄託が，改正法における寄託一般や書面による消費貸借におけると同
様，諾成契約となるにせよ，返還請求権を行使できるようにするための法定条
件は預入が現実に行われることであって，その意味における要物的性格は何ら
変更されない。では，振込取引（振込依頼人の指図に従った入金記帳により成
立する為替金支払債務を既存債務とする準消費寄託），証券による受入（取立
委任の受取物引渡債務を既存債務とする準消費寄託）あるいは投信等金融商品
の償還金を普通預金に振替える（預り金債務を既存債務とする準消費寄託）等
54　　比較法学 52巻 1号
視し得るものではなく（24），他方，振替により生じた預金のすべてをうけ
とめる準消費寄託の観念がないとすると，別の名目で生じた債務を片務的
返還約束を伴う行為によって新債務に置き換えるこの操作は（さしあたり
法典から導かれる契約類型としては）準消費貸借によるものとせざるを得な
くなる。そうすると，それが普通預金であったとしても「相当の期間を定
めて」払戻請求，すなわち告知しなければならない，という滑稽な結論を
認めることになろう。かかる規定削除は，今後の民法解釈において積極的
な意味を持つものと解釈されてはならず，改666における準用規定は例示
に過ぎず，預金契約も契約自由の原理に従って合意される以上，多くの場
合には改588もまた当然に準用されたのと同様の結果がもたらされるとい
う理解があって，敢えて定める必要がなかったがために削除されたものと
解釈する以外にはなさそうである。しかし，いかに非常識な条文でも，そ
れが文理通りに解釈適用されるリスクも皆無とはいえない。金融機関は，
従来と異なり，預金規定等によって，返還時期に関する詳細な定めを預金
の類型ごとにおかねばならないであろう。
といった場面を想起せよ。
（24）　記帳行為 inscriptionによって口座の数字を変更すること自体には金銭授受
と同一の法的効力はない。預金通貨 monnaie scripturaleは経済上の貨幣では
あるが，法的な意味での金銭ではない。数字そのものは直接には交換手段とな
らない。
